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排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法の 3 つである。 
 キャップ・アンド・トレードの国際的な会計処理には IFRIC 第 3 号が挙げられる。この
会計基準は既に廃止となっているが、国際的な会計処理として初めて規定され運用された
ものである。しかし、IFRIC 第 3 号は IAS 第 20 号、第 37 号、第 38 号等の合成で作られて
おり、独自規定がないために各処理の矛盾が IFRIC 第 3 号に影響を与え、不都合が生じる
ことが EFRAG の勧告書等によって指摘され、廃止の運びとなった。 
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スの削減が必要であるという認識の高まりは、1997 年の京都議定書を 182 カ国が批准する


















について概観する。3 章では、国際的な会計処理として IFRIC 第 3 号の処理方法を概観し、
その問題点と廃止の経緯についても検討をおこなう。また、IFRS による新たな基準制定の






































































3 節 キャップ・アンド・トレードの概要 
1 項 はじめに 
京都議定書は第 17 条の排出権取引について規定のなかで京都メカニズムにおける排出
権取引をキャップ・アンド・トレードとしている。また、我が国では、環境省が主催する

























































3 項 排出権の取引 
 キャップ・アンド・トレードでは、排出枠の割当てを受けると、排出権の売却量、購入
量に制限が設けられている場合もあるが、市場での取引が可能になる。排出権の取引期間


















































5 節 おわりに 






























 本章では 2 節において日本での GISPRI と経済産業省による会計処理の検討の変遷につ
いて触れたあと、3 節ではオフバランス方式、4 節では排出削減義務当初認識法、5 節では



























2 項 GISPRI による会計問題の検討 
 GISPRI は、排出権取引における排出枠の会計上の考え方取り扱い方に対する検討を行い、
















④IAS 第 38 号「無形固定資産」にあてはめると、漁獲割当量との類似性が認められた。ま
















③毎月の温室効果ガスの排出量は、100 トン発生する（年間 1,200 トン）。またそのトン当
たりの市場価格は 500 円とする。したがって毎月以下の会計処理が行われる。 
 温暖化排出コスト 50,000 / 温暖化ガス削減義務 50,000 
 したがって、期末にはそれぞれの勘定残高は以下となる 
 温暖化排出コスト  600,000（借方残高） 
 温暖化ガス削減義務 600,000（貸方残高） 
④排出枠は年間 1,000 トン無償割当である。 
⑤保有は異質枠の不足分の補填として CER あるいは CDM 事業により移転する。その場合、
以下の 3 ケースを仮定する。移転コストは 400 円である（当初割当時の市場価格よりも
低いとする）。 
 A ケース 200 トン  80,000 円 
 B ケース 300 トン 120,000 円 
 C ケース 100 トン  40,000 円 
⑥D ケースとして上記 B ケースにおいて購入した 300 トンのうち、100 トンがあまると判
断し、市場価格が 400 円に上昇したので販売した。 
⑦期末には保有の排出枠を国の償却口座へ移転するものと仮定する。したがって、A ケー
スから D ケースにおける排出枠の過不足は以下となる。 
 A ケース      トン        トン     トン   トン 
 B ケース      トン        トン     トン     トン（繰越数量） 
 C ケース      トン        トン     トン      トン（不足数量） 
 D ケース      トン        トン     トン     トン   トン 
 なお不足分の移転できない分はペナルティーを支払う。C ケースにおいては、移転でき
ない 100 トンについてペナルティー50,000 円（100 トン×500 円）の支払義務が生ずる。
また、移転する排出枠は無償割当から先に移転すると仮定する。  
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   排出枠 500,000 / 免除権認定益（受贈益） 500,000 
（2）排出枠の購入時 
   A ケース 排出枠 80,000 / 現金 80,000 
   B ケース 排出枠 120,000 / 現金 120,000 
   C ケース 排出枠 40,000 / 現金 40,000 
（3）排出枠の売却時 
   D ケース 現金 45,000 / 排出枠 40,000 
                排出枠売却益 5,000 
（4）期末における会計処理 
   A ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 
                         排出移転差益 20,000 
   B ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 
                         排出移転差益 20,000 
   C ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 540,000 
                         未払ペナルティ 50,000 
                         排出移転差益 10,000 
   D ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 

















3 節 オフバランス方式 
1項 はじめに 
































①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 仕訳なし 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出枠 26,000 / 現金預金 26,000 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出枠 26,000 
           売却益 64,000 
 




















4 節 排出削減義務当初認識法 
1 項 はじめに 















①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 排出権 100,000 / 排出枠償却義務 100,000 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出権 26,000 / 現金預金 26,000 
（@1,050 円/トン） 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出権 31,500 
           売却益 58,500 
 







④X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出権償却義務 30,000 / 排出権償却義務免除益 30,000 
 排出権償却義務 70,000 / 排出権 73,500 







④X2 年 3 月 31 日 期末の排出権の公正価値は 1,200 円であった。 
 排出権 13,500 / 排出権評価益 13,500 
（期末残高 90,000 トンについて@1,050 円から@1,200 円に評価替えを行う。） 
 排出権償却義務再評価 20,000 / 排出権償却義務 20,000 
（償却義務 100,000 トンについて@1,000 円から@1,200 円に評価替えを行う。） 
 
⑤X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出権償却義務 36,000 / 排出権償却義務免除益 36,000 








3 項 おわりに 
 排出削減義務当初認識法は、排出権を会計上認識し貸借対照表にその存在を反映させる














5 節 CO2 排出費用認識法 
1 項 はじめに 




2 項 会計処理の概要 





















 以下に CO2 排出費用認識法の仕訳を示す。 
 
①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 排出権 100,000 / 繰延補助金収入 100,000 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出権 26,000 / 現金預金 26,000 
（@1,050 円/トン） 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出権 31,500 
           売却益 58,500 
 
④X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
排出費用 73,500 / 排出権償却義務 73,500 
繰延補助金収入 100,000 / 補助金 100,000 
排出権償却義務 73,500 / 排出権 94,500 








④X2 年 3 月 31 日 期末の排出権の公正価値は 1,200 円であった。 
 排出権 13,500 / 排出権評価益 13,500 





⑤X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出費用 84,000 / 排出権償却義務 84,000 
 繰延補助金収入 100,000 / 補助金収入 100,000 





























































3 章 国際的な会計処理 
 








設定された IFRIC 第 3 号についても、その会計処理の概要と廃止の経緯について検討し、
日本における会計処理において注意すべき点等を探す。 
 
2 節 国際的な会計処理の検討の歴史 







どのような変遷をたどってきたのかを概観し、IFRIC 第 3 号と、基準の設定に向けた IFRS
の動向についての理解の助けとする。 
 
2 項 国際的な会計処理の検討の歴史 
 国際的な排出権取引に関する会計基準の必要性が認識されたのは、2005 年に欧州排出量
取引制度（European Union Emission Trading Scheme, 以下、EU ETS）が開始されてからで
ある19。それまでは、排出権取引市場は国家をまたぐものではなく、欧州ではイギリス、
フランス等が別個に会計基準を設けて運用し、国内取引の会計処理を規定していた。EU 








IFRIC は、2003 年 5 月にキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引に関する会計基
準の草案（Draft Interpretation, 以下 DI）を発表した。DI に対して寄せられたコメントを勘
案し、2004 年 12 月には IASB によって DI の内容を受け継いだ IFRIC 第 3 号を公表し、2005
年 3 月に発行した。しかし、欧州財務報告アドバイザリーグループ（European Financial 
Reporting Advisory Group, 以下 EFRAG）や、欧州委員会（European Comission, 以下 EC）
の要請を受け、2005 年 7 月に撤回された。 
IFRIC 第 3 号が撤回された後、正式に設定された排出権に関する会計基準は現時点では
ない。しかし、IASB は基準設定に向けた活動を続けており、2011 年 6 月以降に審議を行
う予定としている。IASB の基準設定が待たれるが、一度確定した IFRIC 第 3 号の廃止を
受け、慎重な審議と基準の作成が行われているものと考えられる。  
 
3 項 おわりに 
 排出権取引の国際的な会計基準の設定のための活動は、EU ETSの開始により始まった。
IFRIC により DI が発表され、IFRIC 第 3 号が発行されるに至ったが、EFRAG や EU の要請
を受けて 4 カ月で撤回された。現時点では、確定した国際的な排出権取引に関する会計基
準は存在していないが、IASB は IFRS 設定に向けた活動を継続しており、2011 年 6 月以降
に本格的な審議が行われる予定である。次節では、IFRIC 第 3 号の会計処理の概要と、な
ぜ廃止されるに至ったのかについて検討を行う。 
 
3 節 IFRIC 第 3 号と廃止の経緯 
1 項 はじめに 
 前節でも述べたとおり、排出権取引に関する国際的な会計基準として初めて設定された
基準は IFRIC 第 3 号である。しかし、この基準は、EFRAG や EC の要請を受けて 1 年にも
満たない運用期間ののち廃止となった。本節では、その IFRIC 第 3 号の会計処理を概観し、





2 項 IFRIC 第 3 号の会計処理の概要 
 IFRIC 第 3 号における会計処理は、会計処理の基礎とする考え方にちがいが存在してい
たり、CO2 排出費用認識法ではなされない純資産直入処理が行われたりするが、前章で概
観した環境省が示した会計処理のうちの CO2 排出費用認識法に類似すると言われている。 
IFRIC 第 3 号において、排出権は概念フレームワークにおける資産の定義を満たすため
資産として認識され、排出権引渡義務は負債の定義を満たすため、負債として認識される。
また、排出権は IAS 第 38 号「無形資産」を適用し、金融資産には合致せず、無形資産と






①排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円→公正価値） 
 排出権 100,000 / 国庫補助金（繰延収益） 100,000 










 排出権 20,000 / 再評価剰余金 20,000 
排出権は取得原価で評価することとされているが、公正価値で再評価することも認められ














③国庫補助金の償却（当期の実際排出量 70,000 トン） 
 国庫補助金 70,000 / 収益 70,000 
排出枠の無償割当時に繰延収益として認識した国庫補助金は、実際排出量に対応させて償
却する。その額は（当初助成金の額）×（温室効果ガス実際排出量/当初割当数量）で算定
する24。本設例の場合は、100,000 千円×（70,000 トン/100,000 トン）＝70,000 千円となる。 
 
④排出権引渡義務の認識（認識時の公正価値@1,200 円、当期の実際排出量 70,000 トン） 











3 項 IFRIC 第 3 号の問題点と廃止 
 IFRIC 第 3 号は、EFRAG や EC からの問題点の指摘を受け廃止に至った。本項では指摘
された問題点を検討していく。 











 2点目の IAS第 20号の適用は、IAS第 20号が IASB による改訂の対象になっていたため、
改訂される予定の基準を援用して会計処理を規定することは、改定後の基準の運用に悪影
響を及ぼすという懸念から指摘された問題点である。 











扱われても否定されるため、IFRIC 第 3 号の運用には大きく影響するものであったと考え
られる。 






4 点目の損益のミスマッチは、IFRIC 第 3 号の問題点のうち最も大きなものであると考
えられる。EFRAG はこの問題点を IFRIC に指摘し、廃止に向けた動きが加速したといえ
るからである。 
この問題の根本的な原因とされているのは、IFRIC 第 3 号は解釈指針であり、独自の会
計基準の設定はせず、IAS 第 38 号、IAS 第 37 号、IAS 第 20 号などの合成によって成って







おり、その合成に誤謬があったことである27。例としては、IAS 第 20 号と第 38 号によっ
て規定されるものは、当初取得原価で計上され、IAS 第 37 号における債務は公正価値で評
価される。さらに、IAS 第 37 号と第 20 号によって認識された損益は損益計算書において
認識されるが、IAS 第 38 号で認識された損益は資本の部で認識されるなどのちがいが存在
する28。キャップ・アンド・トレードの会計処理は、資産の動きと負債の動きは相互に関
連しているため、この IAS 各号間の会計処理のちがいは大きな問題となるのである。IFRIC








IFRIC は IAS 第 38 号の改訂を行うことでこの不具合を解消する方向で検討を行ったようで
あるが、進展はなく、IFRIC 第 3 号は廃止されることとなった。 
 
4 項 IFRS の基準設定の動向 
 IFRIC 第 3 号の撤回後、正式な国際的な会計基準は発表されていない。Price Waterhouse 
Coopers（以下、PwC）と International Emissions Trading Association（以下、IETA）の調査
によれば、EU ETS に参加している企業のなかではおよそ 15 種類の異なる会計処理が用い
られている30。近年では中国など、排出権取引への参加を表明する国の増加もあり、国際
的に共通の基準の設定が急がれている。 
 IASB は 2005 年 10 月に排出権取引プロジェクトをアジェンダに加えて以来、IFRS 設定
のため活動を継続して行っている。2009 年に IASB は FASB と合同会議を行い、会計処理
モデルについて討議を継続することを取り決めた31。この合同会議では以下の 2 点につい






















 今後の予定として、IASB は定期的な討議を継続し、2011 年に公開草案を公表、2012 年
には IFRS として確定させるという計画でプロジェクトを進めている34。 
 
5 項 おわりに 
 排出権取引は、地球規模での温室効果ガスの削減を目的としているため、国際的な取引
をどのように会計処理するかは、日本における会計処理の規定にも大きな影響を及ぼすと
考えられる。国際的な会計基準としては、IFRIC 第 3 号が運用された初めての基準であっ
たが、その会計処理には問題点があり、EFRAG や EU の指摘を受けて廃止された。 
 IFRIC 第 3 号の会計処理では、排出枠の無償割当時に排出権を認識し、実際の排出によ
って排出権引渡義務が認識される。これは CO2 排出費用認識法に似た会計処理であるが、
IFRIC 第 3 号では、再評価益を再評価剰余金として純資産に直入する点が異なっている。
この会計処理には、経営者の感覚に対するミスマッチ、IAS 第 20 号の適用、事後測定のミ
スマッチ、損益のミスマッチの 4 点の短所が指摘されている。 
1 点目は、排出枠の割当て時に収益が計上されることが、経営者の排出量の削減義務を















の規定に従うと、別の IAS の規定に反するといった現象が生じてしまう。  
IFRIC 第 3 号が取引の実態を正確に表せないのではないかという指摘はドラフトの段階
からなされていた。EFRAG はこれらの問題点を踏まえて勧告書を発表し、これが IFRIC
第 3 号の廃止への布石となった。 
IFRIC 第 3 号の廃止後、確定した国際的な排出権に関する基準はまだないが、IASB は

























4 章 それぞれの会計処理の比較・検討 
 
1 節 はじめに 
 2 章から 3 章にわたって、日本国内と国際的なキャップ・アンド・トレードの会計処理
を概観してきた。本章では、日本国内の会計基準として、排出削減義務当初認識法、CO2






2 節 排出権の取り扱い 










CO2 排出費用認識法では CO2 の排出は常に排出枠を消費する行為であると考えるため、
排出権は消費財としての性質を持っていると考えられており、無償割当て時に資産計上さ
れ、測定は無償割当て時の時価でおこなう36。 
IFRIC 第 3 号においては、排出権は IAS 第 38 号を適用し無形資産とし、過去の実際の排
出量にもとづいて政府から定められた排出枠を守るために保有している資源として考え、













 排出削減義務当初認識法 CO2 排出費用認識法 IFRIC 第 3 号 
タイミング 排出権の無償割当て時 
計   上 資産として計上 
測   定 無償割当て時の時価 公正価値 
科   目 排出権 














第 3 号では排出枠遵守のために保有している資源として扱っている。 
 
3 節 排出削減義務等の取り扱い 





















IFRIC 第 3 号でも、温室効果ガスの排出と同時点に将来排出権の引渡し時に必要となる





 排出削減義務当初認識法  CO2 排出費用認識法 IFRIC 第 3 号 
タイミング 排出枠無償割当て時 温室効果ガス排出時 
計   上 負債として計上 
測   定  
（原価法）  取得原価 





科   目 排出削減義務 排出権償却義務 引当金 
（排出権引渡義務） 





























4 節 オフバランス方式の合理性・優位性 
1 項 はじめに 
前節までは、キャップ・アンド・トレードに関する会計事象をオンバランスする排出削





2 項 オフバランス方式の合理性 











































































5 節 おわりに 
 本章では、2 章、3 章で概観してきた各会計処理方法の比較検討をおこなった。まず、オ
ンバランス方式である排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法、IFRIC 第 3 号の間
で排出権と排出削減義務等の取扱いについて比較検討した。各会計処理方法における排出





































5 章 理想的と考えられる会計処理 
 
1 節 はじめに 
 前章まで、日本で提案された会計処理としては GISPRI 案、オフバランス方式、排出削







2 節 会計処理の現状 







2 項 独自に実施されている会計処理 
 排出権取引を企業がどのように会計処理しているかについて、GISPRI は平成 19 年度排
出クレジットに関する会計・税務論点調査研究委員会においてアンケート調査を実施した
48。アンケートは、56 社に送付をおこない 25 社（電力 8 社、石油 2 社、鉄鋼 2 社、製紙 1
社、ガス 1 社、電気・電子 1 社、商社 2 社、金融 4 社、その他 4 社）から回答を得たもの
である49。 
このアンケート調査の結果では、まず、排出枠の貸借対照表科目として投資その他の資
産としている企業が多い。これは ASBJ の実務対応報告第 15 号でも認められている方法で








次に、排出権の評価方法であるが、回答したのは 25 社中 3 社だけだが、個別法、平均法を
採用している企業がある。排出枠の償却時期については、大半が未定と回答しているが、





 科目名 / 評価方法 / 償却方法 社数 








償却時の PL 計上科目 販売及び一般管理費 13 社 





































3 節 他の会計基準との整合 
1 項 はじめに 
 日本におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理を検討するうえで、オンバランス
方式を採用するのであれば、関連する他の会計基準と整合していることが、会計基準を実








2 項 金融商品に関する会計基準 










































 金融商品に関する会計基準 17 
57
 金融商品に関する会計基準 19（2） 
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 金融商品に関する会計基準 16 
59




















3 項 固定資産の減損に係る会計基準 
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 金融所品に関する会計基準 18 
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4 項 おわりに 
 本節では、日本においてキャップ・アンド・トレードのオンバランス方式での会計処理
を検討するにあたって、他の会計基準と整合した会計処理が行えるかどうかについて検討



























4 節 理想的と考えられる会計処理 




















 GISPRI 案は、例示において 1 年ごとに排出権の割当てと国の償却口座への移転があると





































3 項 注意が必要とされる点 
 前項では、排出削減義務当初認識法を既存の会計処理のうち最もキャップ・アンド・ト








































4 項 おわりに 
 本節では、既存の会計処理のなかから最もキャップ・アンド・トレードの会計処理に適
すると考えられる方法を、理想的と考えられる会計処理方法として検討をおこなった。  























































































どのような方法が最も適しているのか 5 章にわたって論じてきた。 
 1 章では、まず排出権取引にはキャップ・アンド・トレードとベースライン・アンド・





3 章では、排出権に関する国際的な会計処理として初めて規定された IFRIC 第 3 号の会
計処理を概観し、その問題点、廃止に至る経緯についても述べた。また、IASB による排
出権に関する IFRS 設定の動きについても触れた。 





5 章では、2 章から 4 章までの比較、検討を踏まえ、キャップ・アンド・トレードの会
計処理として理想的な方法について検討をおこなった。この検討にあたっては、まず日本
国内で企業が独自に行っている排出権の会計処理を検討し、受け入れられやすい会計処理
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